
＜次世代育成支援・女性活躍促進分野＞

子育てにかかる経済的負担の軽減

〔リーダー：鳥取県〕

都道府県名 事業名 スライド

岐阜県
第２子以降放課後児童クラブ利用料
減免補助金

11

岐阜県
多子世帯病児・病後児保育利用料無
償化事業費補助金

12

和歌山県 紀州っ子いっぱいサポート事業 13

和歌山県 在宅育児支援事業 14

兵庫県 ひょうご保育料軽減事業 15

鳥取県 おうちで子育てサポート事業 16

徳島県
『阿波っ子はぐくみ保育料助成事業』
『とくしま在宅育児応援クーポン事業』

17

都道府県名 事業名 スライド

秋田県
すこやか子育て支援事業（保育料助
成）

1

山形県 放課後児童クラブ利用料軽減事業 2

新潟県 新潟県保育サポートセンター事業 3

新潟県
『にいがた子育て応援企業』認定制度
※

4

新潟県 地域の子育て力育成事業 ※ 5

埼玉県 パパママ応援ショップ事業 6

富山県 子育て支援サービス普及促進事業 7

富山県 保育所・幼稚園等保育料軽減事業 8

石川県 病児・病後児保育利用料無料化事業 9

石川県
多子世帯放課後児童クラブ利用支援事
業

10

※を付けた事業は複数のWTに登録があるもの



＜事業推進上の課題＞
・多大な財政負担
・複雑な制度（国の軽減制度と本助成制度があるため）

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援

国の責任において幼児教育・保育無償化を実施する
ことを要望する

子育てにかかる経済的負担の軽減 「すこやか子育て支援事業（保育料助成）【秋田県】」

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年： １，０５１，９２９千円（一財）
・平成２９年： １，１００，９９５千円（一財）
・平成３０年： １，０８１，８３４千円（一財）

予算推移

事業推進上の課題等

取組の背景

・全国に先駆けて進む少子高齢化と人口減少
・特に第３子以降の出生割合が他県に比べ低位
・理想の数の子どもが持つことができない理由として、約７割が
「子育てや教育にお金がかかりすぎる」と回答

１．事業目的
・安心して子どもを産み育てることができる環境の整備
・出産や子育てに関する県民の希望をかなえ、少子化の克服を図る

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
・出生順位や年齢を問わず、また、対象施設も広く設定して保育料
助成を実施
・新たな出生があった場合には保育料を全額助成する制度を導入

■助成内容
【対象年齢】 ０歳～就学前まで 【出生順位】 第１子から
【対象施設】 保育所、幼稚園、認定こども園、認可外保育施設等
【所得制限】 幼稚園 世帯年収約680万円まで

保育所 世帯年収約640万円まで
【助成率】
・市町村民税所得割課税額に応じ､1/2又は1/4
・ ひとり親家庭は一律1/2
・H28.4.2以降に第３子以降が生まれた世帯の第２子以降の保育
料を全額助成
・H30.4.2以降に生まれた第２子以降の保育料を全額助成
・H30.4.2以降に第３子以降が生まれた世帯について、所得制限を
一部緩和し、第２子以降の保育料を1/2助成（世帯年収約930万
円まで）

・県内全市町村と協働で実施（負担割合県1/2、市町村1/2）
・ さらに約2/3の市町村が独自の上乗せ助成を実施

・第３子以降の出生割合（出典 厚生労働省人口動態統計）
平成２７年 16.58％
平成２８年 16.50％
平成２９年 17.59％
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＜事業推進上の課題＞
国による支援制度創設が必要。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援
国による支援制度創設が必要（再掲）

子育てにかかる経済的負担の軽減 「放課後児童クラブ利用料軽減事業【山形県】」

１．事業目的

経済的理由から放課後児童クラブの利用を控えることがないよう、
低所得世帯に対する利用料支援を拡大するとともに、多子世帯に
対する利用料支援事業を新たに創設（県単独事業）。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）

（１）低所得世帯への利用料支援の拡大※１（H29～）
要保護世帯 利用料減額助成
（上限10,000円、県1/2、市町村1/2）
準要保護世帯 利用料助成
（上限7,000円、県1/2、市町村1/2）

※１ 利用料支援はH24から実施。上限5,000円
（２）多子世帯への利用料支援の創設（H29～）

兄弟姉妹で同時利用している世帯への利用料の助成※２
２人目 利用料の半額を助成
（上限5,000円、県1/2、市町村1/2）
３人目以降 利用料の半額を助成
（上限10,000円、県1/2、市町村1/2）

※２ 支援対象世帯は、市町村民税が169,000円未満（年収640
万円未満）の世帯とする

（１）低所得世帯に対する利用料支援
・平成29年度 28市町村、243クラブ、1,095人
・平成30年度 29市町村、313クラブ、1,172人

（２）多子世帯に対する利用料支援
・平成29年度 25市町村、248クラブ、 814人
・平成30年度 27市町村、338クラブ、1,484人

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
低所得世帯支援 多子世帯支援

・平成２９年： 33,303千円 18,552千円
・平成３０年： 47,858千円 42,198千円

予算推移

事業推進上の課題等

取組の背景

児童数の減少や、共働き世帯の増加に伴い、児童の放課後の居
場所づくりを担う放課後児童クラブの需用は年々増加している中、
兄弟姉妹で同時入所させた場合の子育て世帯の経済的負担が重
くなっている。
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・就職件数 １６件
平成２９年６月２６日設立～平成３１年１月末実績

＜事業推進上の課題＞
・保育サポートセンターの認知度が低い
・主に労働条件（勤務時間など）において、求人施設と求職
者の間のミスマッチが大きい

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし
○その他
・看護師確保対策の例にならい、全国統一的な保育人材
確保策を推進し、潜在保育士の再就職をより効果的に
進めるための取組を行う。

子育てにかかる経済的負担の軽減 「新潟県保育サポートセンター事業【新潟県】」

１．事業目的
潜在保育士の活用・マッチング支援による保育士確保の促進

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
① 福祉人材センターと連携し、 求職登録・求人登録を積極的に
働きかけ

② 復職への不安感の解消や、就職後のミスマッチの発生を防
ぐため、就職相談や施設見学等の調整を無料で実施

事業概要（取組の特長）
・平成２８年：－

・平成２９年：３，２６１千円（一財1,630.5
地方創生推進交付金1,630.5）

・平成３０年：３，８２０千円（一財1,996、上記交付金1,824）

予算推移

事業推進上の課題等

・慢性的に保育士不足であり、年度途中に待機児童が発生する要
因のひとつになっている。
・いわゆる「潜在保育士」を対象にアンケートを実施した結果、約
900名の潜在保育士が保育士として就労意向を持っていることが
わかった。（H28実施）
・保育ニーズの変化やそれに伴う制度の変更により、保育現場に
復職しようとする方にとって不安感がある。

取組の背景 事業の成果等
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＜事業推進上の課題＞
・制度の認知度向上

・企業の取組をより促進させる支援内容の検討

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし

子育てにかかる経済的負担の軽減 「『にいがた子育て応援企業』認定制度【新潟県】」 ＊

１．事業目的
社会全体で子育てを応援する機運の醸成

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
・仕事と子育ての両立支援に積極的な企業を「にいがた子育て応
援企業」に認定し、取組を支援（以下のメリットを付与）

①連携金融機関が従業員に対し教育ローン等の金融商品の金利
優遇を実施

②子育てに関する有給休暇制度の創設に対し、奨励金30万円を
支給

③仕事と子育ての両立支援の取組について助言・指導を行う助
産師等の専門家を派遣（県が費用負担）

④企業名や取組内容をＨＰなどの県の広報媒体で紹介

・本県が実施する他の企業登録制度※への登録を認定要件とし、
各制度の利用促進や申請者の利便性向上を図っている
※新潟県男女共同参画推進企業（＝「ハッピー・パートナー企業」）

新潟県男性育児休業等応援宣言企業（＝「イクメン応援宣言企業」）

・比較的少額な予算措置で、企業・従業員・金融機関がそれぞれ
相応のメリットを享受でき、費用対効果が高い

・認定企業数：61社

・奨励金支給件数：７件

・連携金融機関数：14機関

※いずれも平成31年１月末時点

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

・平成２８年：－

・平成２９年：7,156千円（一財6,578、地域少子化対策重点
推進交付金578）

・平成３０年：7,188千円（一財6,396、上記交付金792）

予算推移

事業推進上の課題等

・本県では、25～44歳の女性就業率が全国平均よりも高く、働く女
性が子どもを生み育てやすい環境整備が必要

・理想の子ども数を持てない理由としては、「子育てにかかる経済
的負担」が最も高い割合

・本県が実施した企業の従業員向けアンケート調査においては、
「どのような『時間的ゆとり』支援策があれば予定子ども数を増や
すか」との問いに対し、「職場環境の充実」が最も高い評価

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
・地域課題を適切に捉え活動できる団体等の育成
・市町村の連携・協力の確保

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし
○その他

地域単位では参考となる先行事例が少ないことから、優
良事例の共有に向け、より広域でのネットワーク形成の取
組が必要

子育てにかかる経済的負担の軽減 「地域の子育て力育成事業【新潟県】」 ＊

１．事業目的

多様な子育てサービスの担い手を育成し、社会全体で子育てを
支える体制の整備

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
・県内に主たる事業所・本店を有し､法人格を持つＮＰＯ等の団体や
民間事業者等を補助対象者とすることで､サービスの継続性を担保

・市町村との連携・協力を補助条件とすることで、地域の実情に応
じたサービスの展開を促進

・補助率10/10（上限50万円）により、財政基盤が脆弱な団体等に
おける新たなサービスの立ち上げなどを支援

・11事業者の13事業を選定

・本県で実施したアンケート調査では、地域で行われている
子育てサービス事業に参加した者は、子育てに対する不安
が軽減し気力が回復したと評価しており、地域での子育て
支援の重要性がうかがわれる

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

・平成２８年：－

・平成２９年：－

・平成３０年：16,791千円（一財）

予算推移

事業推進上の課題等

・核家族化や地域コミュニティの衰退、女性の社会進出の増加など
社会環境の変化により、子育て環境が大きく変化し、子育てに対
するニーズが多様化

・家庭や行政の既存メニューだけでは対処しきれず、新たな子育て
サービスの担い手の育成が急務

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
・協賛店舗の地域偏在の改善
・対象サービスの更なる充実

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援

地方自治体が創意工夫し独自に実施する少子化対策
に対し、補助制度を創設して後押しすることを要請する

○その他
社会全体で子育てを応援する気運の醸成に向けて
経済界への働きかけが重要

子育てにかかる経済的負担の軽減 「パパママ応援ショップ事業【埼玉県】」

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年度： ７，１５３千円（一財）
・平成２９年度：２４，５０８千円（一財）
・平成３０年度：２１，８７５千円（一財・

地域少子化対策重点推進交付金）

予算推移

事業推進上の課題等

取組の背景

・全国的に出生数の減少に歯止めがかからず、平成２８年以降
２年連続で１００万人を切る状況
・特に埼玉県の合計特殊出生率は全国平均を大きく下回る危機
的な水準

・少子化の進行は経済や企業活動にも大きく影響する社会的問題
として捉える必要がある

１．事業目的
・企業を含め社会全体で子育てを応援する気運醸成
・子育て世帯の育児負担の軽減

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）

①全国最大規模の協賛店舗を確保
・地元に密着した店舗、大手チェーンなど多彩な協賛店舗を
確保

②子育て世帯に漏れなく行き渡るよう、市町村、学校機関と連携
して幅広く周知
・県内子育て世帯（約7千）に調査したところ、９４％がカードを
所有、うち６１％が月１回以上カードを利用
・利便性向上のため
スマートフォンアプリ版も運用

・パパママ応援ショップ協賛店舗数 ２２，７５４店
（平成３１年１月末現在、全国一位）
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＜事業推進上の課題＞
・予算規模が大きく、財源の確保が困難である。
・利用券の配付、精算、サービス提供事業者の調整等
事務の負担が大きい。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援
補助制度を創設して後押しすることを要請したい。

子育てにかかる経済的負担の軽減 「子育て支援サービス普及促進事業【富山県】」

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：１１８，２２０千円（一財）
・平成２９年：１１８，２２０千円（一財）
・平成３０年：１２４，２２０千円（一財）
第２子配付額 １万円→２万円に増額

予算推移

事業推進上の課題等

取組の背景

・子育てにかかる負担として、経済的負担を挙げる人が多い。
・核家族化や都市化が進む中、育児の孤立化や子育てに対する
不安感、負担感が高まっている。

１．事業目的
子育て家庭の精神的・身体的・経済的負担の軽減を図るととも
に、地域における各種保育サービス等の利用促進を図る。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
一時保育や予防接種などに利用できる「とやまっ子 子育て応
援券」の配付（Ｈ20.10～）

①実施主体 県及び市町村（県10/10補助）
②応援券の金額 第１子 ：１万円（500円券×20枚×1セット）

第２子 ：２万円（500円券×20枚×2セット）
第３子以降：３万円（500円券×20枚×３セット）

③応援券の有効期間 ３年間（３歳の誕生日の前日まで）
④対象サービス
（保育・育児サービス）
一時保育、病児・病後児保育、読み聞かせ絵本の購入、
親子連れでの公共施設の利用等

（保健サービス）
予防接種、乳児健康診査、母乳相談、
産後ケアサービス等

・子育て応援券配布実績
平成２７年度 ８,２８７人 １０７，７３０千円
平成２８年度 ７,８８３人 １０１，７５０千円
平成２９年度 ７,７３５人 １０１，３７０千円

・利用率 ８０%以上で推移（利用期間満了分）
・利用内容の割合（平成２９年度 利用人数ベース）
第１位 予防接種 第２位 母乳相談
第３位 読み聞かせ絵本
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＜事業推進上の課題＞

保育料の無償化により、保育ニーズの増加が見込まれるこ
とから、保育の受け皿整備や保育士確保の取組みもあわせ
て行う必要がある。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援
今回、国制度の幼児教育・保育の無償化において、０～
２歳児は、住民税非課税世帯に限定されているため、対
象拡大を要請したい。

子育てにかかる経済的負担の軽減 「保育所・幼稚園等保育料軽減事業【富山県】」

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：２９１，８３７千円（一財）
・平成２９年：２８０，８３４千円（一財）
・平成３０年：３５７，９９６千円（一財）

予算推移

事業推進上の課題等

取組の背景

県が実施した未就学児を持つ保護者へのアンケートによると、
子どもを増やすにあたっての課題として、「子育てや教育にお金が
かかりすぎる」を挙げる方が一番多く、経済的負担の軽減が求め
られている。

１．事業目的
市町村と連携し、保育料の無償化・軽減を行い、子育て家庭の
経済的負担の軽減を図る。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
保育料の無償化や軽減に取り組む市町村を支援（補助率：1/2）

○平成27年4月～ 第３子以降原則無償化
事業内容 ①年収640万円未満世帯の第３子以降を無償化

②年収640万円以上世帯の第３子以降
０～３歳児 1/2軽減
４歳児 1/3軽減

○平成30年9月～ 低所得世帯の第１子・第２子無償化・軽減
事業内容 ①年収260万円未満世帯の第１子を無償化

②年収360万円未満世帯（ひとり親）の第１子を
無償化

③年収360万円未満世帯（ひとり親以外）の第１子
を1/2軽減

④年収360万円未満世帯の第２子を無償化

・補助実績
平成２７年度 ２９８，２３４千円（３，４５２人）
平成２８年度 ２７２，６８４千円（２，７１１人）
平成２９年度 ２７６，９４４千円（２，７３９人）

・子どもを増やすにあたっての課題として「経済的な負担」
を挙げる人の割合の低下（県調査）
平成２５年度 ７４．８％ ⇒ 平成２９年度 ７０．２％
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＜事業推進上の課題＞
病児・病後児保育提供体制の充実

＜横展開に向けての提言＞
〇財政支援
子ども子育て交付金（病児保育事業）における減免の対
象者の拡大を要望している。

子育てにかかる経済的負担の軽減 「病児・病後児保育利用料無料化事業【石川県】」

１．事業目的
多子世帯の経済的不安や仕事との両立の不安の軽減

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
所得制限を設けたうえで、病児保育利用料を無料化

（１）対象児童 ①年収360万円未満の世帯の第２子
②年収640万円以下の世帯の第３子以降

（２）補助額 上限2,000円／日

（３）負担割合 県１／２、市町１／２

・事業利用者延べ人数（平成29年度）
第２子 １８９人
第３子 ４３４人
計 ６２３人

・平成30年度から県内全市町が本事業に参加

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移（県負担分）
・平成２８年：―

・平成２９年：2,000千円（一財）
・平成３０年：1,900千円（一財）

予算推移

事業推進上の課題等

・子育てに関する不安として、経済的な不安や仕事との両立の不安

を挙げている者が多く、女性活躍の促進のため、病気の子どもを
預けやすい仕組みを構築する必要

子育てに関する県民意識調査（平成25年度、石川県）
経済的な不安 62.4%、仕事との両立の不安 43.4%

・「いしかわ創生人口ビジョン」に掲げる２０２８年における合計特殊
出生率１．８の達成に向け、子どもを２人以上持つことを後押しす
る必要

取組の背景
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予算の推移（当初）
・平成２８年：１３，０００千円（一財）
・平成２９年：３９，０００千円（一財）
・平成３０年：３１，９８２千円（一財）

・女性の就労拡大に伴い、放課後児童クラブのニーズが増加
Ｈ３０．５．１現在 全国（前年比） 石川県（同）

放課後児童クラブ数 25,328カ所（+3.1%） 330カ所（+2.8%）

同登録児童数 1,234,366人（+5.4%） 14,620人（+6.1%）

・子育てに関する不安として、経済的な不安や仕事との両立の不安

を挙げている者が多く、女性活躍の促進のため、就学後の子ども
を預けやすい仕組みを構築する必要

子育てに関する県民意識調査（平成25年度、石川県）
経済的な不安 62.4%、仕事との両立の不安 43.4%

・「いしかわ創生人口ビジョン」に掲げる２０２８年における合計特殊
出生率１．８の達成に向け、子どもを２人以上持つことを後押しす
る必要

子育てにかかる経済的負担の軽減 「多子世帯放課後児童クラブ利用支援事業【石川県】」

予算推移

取組の背景

１．事業目的
多子世帯の経済的不安や仕事との両立の不安の軽減

２．取組の特長
・年収３６０万円未満の世帯の第２子以降の放課後児童クラブの
利用料を無料化（県１／２、市町１／２）
補助上限額 月額１万円

・クラブのきょうだい同時入所等は要件としていない

事業概要（取組の特長）

・支援対象者
平成２８年度 ９３人（第３子以降）
平成２９年度 ３８８人（第２子以降に対象を拡大）

・県内１８市町が本事業に参加

事業の成果等

＜事業推進上の課題＞
特になし

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 国において、恒久的な補助制度を創設して

後押しすることを要請中。

事業推進上の課題等
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＜事業推進上の課題＞
利用者の所得の把握が困難

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援
全国知事会から国に対し放課後児童クラブの利用料無
償化を要請中。

子育てにかかる経済的負担の軽減 「第２子以降放課後児童クラブ利用料減免補助金【岐阜県】」

１．事業目的
放課後児童クラブを利用する子育て世帯の経済的負担の軽減

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
○放課後児童クラブを２人以上利用している世帯の２人目以降の
児童に係る利用料減免を実施する市町村に対し、減免に要する
費用を補助する。
【基準額】
対象児童１人あたりの利用料減免額の上限 １０，０００円／月
【対象世帯】
年収約４７０万円未満
（市町村民税所得割課税額９７，０００円未満）の世帯

○補助率：県１／２ 市町村１／２

・補助実績等
Ｈ２９ ８市町村に補助

（対象児童数 ２５２人）
Ｈ３０ ９市町村に補助予定

（対象児童数 ３５９人（補助申請ベース））

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２９年：２０，０００千円（一財）【新規】
・平成３０年：１１，７２９千円（一財）

予算推移

事業推進上の課題等

・理想の子ども数が、持てない理由として「子育てや教育にお金が
かかりすぎる」が４割超と最も多い（Ｈ２６県調査）
・放課後児童クラブは家庭と仕事の両立に不可欠の事業であるが、
多子世帯では利用料が増嵩し、経済的な負担感が大きい

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
なし

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援
全国知事会から国に対し病児保育の利用料無償化を
要請中。

子育てにかかる経済的負担の軽減 「多子世帯病児・病後児保育利用料無償化事業費補助金【岐阜県】 」

１．事業目的
病児・病後児保育を利用する多子世帯の経済的負担軽減

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
○満１８歳未満の児童が３人以上いる世帯の児童に係る、病児・
病後児保育の利用料の無償化を実施する市町村に対し、その
費用を補助する

○補助率：県１／２ 市町村１／２

・補助実績等
Ｈ２８ １８市町村に補助

（対象児童数 延べ１，５７７人）
Ｈ２９ １８市町村に補助

（対象児童数 延べ２，０７８人）
Ｈ３０ ２３市町村に補助予定

（対象児童数 延べ２，６８６人（申請ベース））

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：３，２００千円（基金収入）
・平成２９年：１，９８８千円（基金収入）
・平成３０年：２，３８２千円（一財・基金収入）

予算推移

事業推進上の課題等

・理想の子ども数が、持てない理由として「子育てや教育にお金が
かかりすぎる」が４割超と最も多い（Ｈ２６県調査）
・女性の社会進出や核家族化により、病児・病後児であっても自宅
での保育が困難な世帯が増加しており、病児・病後児保育のニー
ズは高い
・病児・病後児保育は、兄弟姉妹間での病気感染等により、多子世
帯において利用率が高くなる可能性が高く、経済的な負担感が大
きくなる

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
○１０月からの国制度により、3歳から5歳の副食費が
実費徴収となったため、保育料に含めて無償化して
いた世帯への対応を市町村とともに検討中

＜横展開に向けての提言＞
○国は子供の年齢に特化した支援であり、県の政策で
ある多子世帯への経済的支援とは趣旨が異なる。
○多子対策を進める上で、第2子以降の0歳から2歳ま
での子供についても、所得制限を設けずに無償化の
対象とすべき。

子育てにかかる経済的負担軽減 「紀州っ子いっぱいサポート事業【和歌山県】」

１．事業目的
子供を安心して持つことができるよう、多子世帯の保育料

等の無償化等を実施し、子育てへの経済的負担を軽減する。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）

○第3子以降及び一部の第2子に係る保育料の無償化する市町
村に補助を行う。※第2子については、平成30年度から拡充

・事業主体：市町村
・補助率 ：県1/2、市町村1/2
・所得制限：第3子以降 なし

第2子 年収360万未満相当

○平成28年度から対象年齢等を拡充

これまで第3子以降の保育料等の無償化に取り組んだ結果、

出生者総数が年々減少していく中において、施策開始前は、
第3子以降の出生数も年々減少していたが、施策開始後は、
一転して増加傾向となり、平成28年度時点でも開始前の平
成18年度との比較で、7％の増
加えて、3人目以降を妊娠した方へのアンケート調査でも、
保育料の無償化が影響したと約７割もの方が回答事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：３５４，９１８千円
・平成２９年：４００，２００千円
・平成３０年：４５６，９９６千円（２月補正後）

予算推移

事業推進上の課題等

少子化という喫緊の課題を解決し、県長期総合計画に掲げている、
2026年における合計特殊出生率2.00を達成するため、経済的理由

で子供を持つことを断念しなければならない家庭への支援を強化
する。

取組の背景

13



＜事業推進上の課題＞

＜横展開に向けての提言＞
○本県では、現在0歳～2歳の保育料等の無償化を実施
していることから、保育所等を利用していない在宅育児
世帯との支援の公平性を保つ必要がある。
○また、乳幼児における保護者とのふれあいは、幼児の
人間形成にとって必要不可欠なものであると考えれる
ため、0歳児を家庭で育てられるような社会制度の構築
が必要

子育てにかかる経済的負担軽減 「在宅育児支援事業【和歌山県】」

１．事業目的
経済的支援の対象を共働き世帯だけでなく、専業主婦世帯
にも拡大し、子育ての選択肢を広げるとともに、多子化対策
をさらに強化する。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）

○0歳児を在宅で育児を行う世帯に対して経済的支援を行う。

※平成30年度新規事業

・事業主体：県
・補助率 ：県10/10
・所得制限：第3子以降 なし

第2子 年収360万未満相当
・支給額 ：月額1万5千円（平均保育料の1／2）
・支給期間：10か月
（保育所入所が可能となる生後2か月から1歳にな
るまでの期間と整合）

本来は、県と市町村でそれぞれ1/2の支援を行い、１世帯当

たり３０万円を支給する仕組みであるが、施策を確実に実施
していく必要があるため、事業の実施主体を県とし、県下の
対象世帯へ１５万円の支援を行う。
市町村に対しては、同額上乗せをして支援を行うよう要請
（平成３１年１月現在 １２市町村で上乗せ実施）

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年： －千円
・平成２９年： －千円
・平成３０年：２９１，３２３千円（２月補正後）

予算推移

事業推進上の課題等

少子化という喫緊の課題を解決し、県長期総合計画に掲げている、
2026年における合計特殊出生率2.00を達成するため、経済的理由

で子供を持つことを断念しなければならない家庭への支援を強化
する。

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
・市町との事務分担、経費負担などの調整
・県や市町の単独事業としての予算確保

＜横展開に向けての提言＞
幼児教育無償化にあたり、０～２歳児について所得制限
を一層緩和のうえ、全額国庫で実施するよう要望中。

子育てにかかる経済的負担の軽減 「ひょうご保育料軽減事業【兵庫県】」

１．事業目的
少子化が進む中、子育てにかかる費用が家計に対して大きな負
担となることから、第２子以降の保育料を助成し、子育てにかかる
経済的負担の軽減を図ることで、子どもを生み育てやすい環境づく
りを推進。

２．取組の特長
（１） 補助対象

保育所、幼稚園等を利用する第２子以降
（国の半額・無償の措置を受ける者は対象外）

（２） 補助要件
世帯年収 約640万円未満

（３） 補助単価

（４） 負担割合
第２子 県１／２ 市町１／２
第３子以降 県１０／１０

・県内全41市町で実施（市町協働事業）
・県下の80％程度の施設利用者を支援（国軽減含む）
保育施設利用者に対する保育料軽減対象者カバー率
H28 77.4％
H29 76.9％
H30 77.0％

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：412,000千円
・平成２９年：427,608千円
・平成３０年：551,412千円

予算推移

事業推進上の課題等

取組の背景

多子型の出産・子育てが可能な環境づくりを推進するため、経済
的負担の軽減を推進。
少子化となっている主な原因として、約半数が「生活費や教育費
など経済的な不安」と回答（H28兵庫県県民意識調査）しており、

経済的負担の軽減が喫緊の課題。

区分 第２子 第３子以降

３歳未満児 6,000円 7,000円

３歳以上児 4,500円 5,500円
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＜事業推進上の課題＞
出生数の多い市部では、現金給付は負担が大きく実施に
躊躇。全県での子育て環境向上のため未実施自治体への
働きかけが必要。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援
子育ての選択肢を広げ、希望出生率の向上に寄与する
取組として補助制度により後押しを要望したい。

子育てにかかる経済的負担の軽減 「おうちで子育てサポート事業【鳥取県】」

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２９年：１００，５４４千円（一財）
・平成３０年：１０１，４７６千円（一財）

予算推移

事業推進上の課題等

取組の背景

・保育所等を利用する世帯に対しては、子育て支援として保育料
無償化の取組により、経済的負担を軽減。

・家庭で子育てをしたいと考えている保護者にも支援が必要。
（先行実施している県内の自治体からも制度化の要望）

１．事業目的

保育所等を利用する世帯に対して子育て支援として保育料無償化
の取組を進めてきたことを踏まえ、子育て支援の対象をより広げる
観点から、在宅育児世帯に対しても、経済的支援を行うことにより、
保護者の子育ての選択肢を広げる。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
①支援対象とする児童
保育所等を利用していない１歳に達するまでの児童
②事業主体 市町村
③対象事業
市町村が行う在宅育児世帯の保護者を対象にした、現金給付、
現物給付若しくはサービスの利用料の負担軽減のいずれか又は
複数を行う事業に対し、助成する。
ア 現金給付： 対象世帯に対して現金を給付する事業

（一人当たり月額３万円限度）
イ 現物給付： 対象世帯に対して現物を給付する事業
ウ サービスの利用料の負担軽減：

一預かり事業、ファミリー・サポート・センター等のサービ
スの利用料を減免する事業

・県内市町村(１９)の実施状況（平成３０年度）

現金給付： １４町村 現物給付： １村
サービス減免： １市

・受給者アンケート（母数170人）
「子どもを保育所に預ける時期を遅らせるなど生活設計
に影響があった」26.5%
「次に子どもを設けたい(本制度に関わらず)」27.1%
「在宅育児支援があるなら設けたい」21.2%
「希望の時期まで在宅で子育てできた(できそう)」57.1%

⇒保育所等の整備と合わせて各個人のライフスタイルに
合わせた子育てができる環境の整備に寄与
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＜事業推進上の課題＞
・事業費の確保
・２歳まで在宅で育児をできるような働き方改革が不可欠

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援
在宅育児を行う家庭へのバウチャー券の配布等、
保育所等を利用しない家庭への支援に対する財政措置

子育てにかかる経済的負担の軽減
「『阿波っ子はぐくみ保育料助成事業』，『とくしま在宅育児応援クーポン事業』【徳島県】」

１．事業目的
子育て家庭の経済的・心理的負担を軽減し、
「希望出生率１．８」 の実現を目指す。

２．取組の特長
平成３０年度９月補正により実施
（費用負担：県１／２、市町村 １／２）

（１）『阿波っ子はぐくみ保育料助成事業』（経済的負担軽減）

一日でも早く保育料無料化の効果を発現させるため、
国に先駆け施策を展開

（２）『とくしま在宅育児応援クーポン事業』（心理的負担軽減）
在宅育児を行う家庭が、一時預かり、産後ケアなどの子育て
支援サービスを気軽に利用できるように、バウチャー券を交付

（１）無料化： 子育て家庭の経済的負担軽減の充実
（２）クーポン：子育て支援サービスの利用が進み、在宅育児

を行う家庭で、心理的負担の軽減が図られ、
子育てや次の子供を持つことへの意欲を喚起
０～２歳児の在宅育児の支援を行うことで、
待機児童解消にも繋がる

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年度：185,890千円（一財）
・平成２９年度：185,890千円（一財）
・平成３０年度：185,890千円、9月補正180,000千円（一財）

予算推移

事業推進上の課題等

・出生数の減少（H28・5,346人 H29・5,182人 ▲164人）
・合計特殊出生率の上昇基調に停滞感（H28 1.51､H29 1.51）
・「理想の数の子供を産まない理由」：「経済的理由」（56.3%）、
「育児の心理的・肉体的な負担」（17.6%）
・一時預かりなどのサービス充実と利用料支援を求める現場の声

取組の背景

３～５歳児 第３子以降無料

現行制度

3～5歳
第２子無料化

拡大後

誕生日ごとに15,000円ずつ交付

３年間で最大４５，０００円０～２歳児
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